
がん検診受診率向上の事例 
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米国疾病管理センターによれば、 
個別受診勧奨・再勧奨（コール・リコール）は 
各がん検診において効果が確認されている 

出典：CDC community guide http://www.thecommunityguide.org/cancer/screening/client-oriented/index.html 

受診率向上に用いられた方策 

受診率の増加 

乳がん検診 
（マンモグラフィ） 

子宮頸がん検診 
（細胞診） 

大腸がん検診 
（便潜血検査） 

手紙による受診勧奨・再勧奨（コール・リコール） 効果あり 効果あり 効果あり 

スモールメディア（ビデオや印刷物） 効果あり 効果あり 効果あり 

（費用以外の）障害の除去（アクセス向上など） 効果あり 証拠不十分 効果あり 

１対１の教育（電話や面談） 効果あり 効果あり 証拠不十分 

自己負担費用の軽減（無料化など） 効果あり 証拠不十分 証拠不十分 

報奨（少額の現金やクーポン）のみ 効果あり 証拠不十分 証拠不十分 

グループ教育 証拠不十分 証拠不十分 証拠不十分 

マスメディアのみ 証拠不十分 証拠不十分 証拠不十分 

2 

http://www.thecommunityguide.org/cancer/screening/client-oriented/index.html
http://www.thecommunityguide.org/cancer/screening/client-oriented/index.html
http://www.thecommunityguide.org/cancer/screening/client-oriented/index.html


日本における個別受診勧奨・再勧奨の一例
（例：乳がん検診） 

4月 3月 

4月 3月 

4月 3月 

①受診勧奨なし 

②個別受診勧奨を実施 

③個別受診勧奨・再勧奨まで実施 

平成22年度 

48歳 

n=1,617 

平成23年度 

50歳 

n=1,456 

平成23年度 

48歳 

n=1,715 

受診率 

（単年度） 

14.0% 

21.1% 

 
24.7% 

5月 

5月 10月 

受診券 

受診券 リーフレット 

平成22,23年度 自治体A 乳がん検診単年度受診率 
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しかし、個別受診勧奨を 
実施している自治体の割合は多くない 

37.8% 

胃がん検診 
n=1,782 

38.6% 

肺がん検診 
n=1,720 

37.6% 

大腸がん検診 
n=1,781 

39.0% 

乳がん検診 
n=1,783 

40.1% 

子宮頸がん検診 
n=1,781 

出典：市区町村におけるがん検診の実施状況等調査（平成22年1月1日時点） 4 



個別受診勧奨・再勧奨 
実施に際しての課題 

① 財政的な負担 

 

② ノウハウの不足（個別受診勧奨に載せる情報など） 

 

③ 住民が受診できる機会（検診キャパシティ）の不足 

それぞれの課題について、 

自治体が工夫を行った事例を紹介 
5 
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課題 ①財政的な負担 

取組事例 500円受診券の送付 

＜事例の概要＞ 

• 自治体Aでは、無料クーポン＋検診手帳の送付により乳・子宮
頸がん検診の受診率が向上 

 

• しかし、検診費用無料化は事業費補助が2分の1になり財政的
に負担であった 

 

• 自治体Aでは子宮頸がん検診はもともと検診費用が無料であっ
たにも関わらず、無料クーポン＋検診手帳の送付により受診率
が向上 

クーポン形式の「500円受診券」でも、 
無料クーポンと同等の効果が得られるか検証 

平成23年度 自治体A事業 



無料クーポンと500円受診券の効果の比較 
（乳がん検診） 

平成23年度 自治体A事業 

無料クーポン 検診手帳 

無料クーポンの対象者 無料クーポンの対象でない者 

送付 送付 

500円受診券 
自己負担が５００円で受けられるこ
とを明記した有効期限付き受診券
（従来より自己負担は５００円） 

受診率を比較 
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500円受診券 



12.0% 

22.2% 20.0% 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

48,58歳 

（平成22年度） 

n=2,994 

51,56歳 

（平成22年度） 

n=2,712 

50,60歳 

（平成23年度） 

n=2,871 

無料クーポン＋検診手帳と 
500円受診券は、ほぼ同等の効果 

勧奨なし 

乳がん検診 
単年度受診率 

平成23年度 自治体A 乳がん検診単年度受診率 8 

500円 
受診券 



受診行動に影響を与える要因 

がん検診の 
受診 

障害の除去 
（費用、キャパシティ、等） 

意識の向上 
（疾病や検診の意義等の理解） 

きっかけの提供 
9 

【Health Belief Model（簡略版）】 



500円受診券の効果に関する考察 

意識の 
向上 

障害の 
除去 

きっかけ
の提供 

無料クーポン 
＋検診手帳 

○ 
（検診手帳） 

○ 
（無料化） 

○ 
（期限付き 

クーポン形式） 

500円 
受診券 

× × 
○ 

（期限付き 
クーポン形式） 

①「きっかけの提供」で受診する住民層が存在する 
②ただし、意識の向上をはかり継続受診意向につな
げる努力は必要 
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課題 ②ノウハウの不足（個別受診勧奨に載せる情報など） 

取組事例 官民連携の体制により個別受診勧奨・再勧奨を実施 

＜事例の概要＞ 

• 神奈川県では、県内市区町村に対するサポートを行うにあた
り、受診率向上のためのノウハウが必要であった 

 

• そこで、県が包括協定を結んでいるがん保険会社やがん検診の
シンクタンク等と連携し、民間企業のノウハウを活用した官民
連携の受診率向上モデル事業を立ち上げた 

 

• モデル地域（茅ヶ崎市）において、乳がん検診の個別受診勧
奨・再勧奨を実施し受診率向上の事例を構築した 

平成24年度 神奈川県がん検診受診率向上モデル事業 
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■ モデル事業の対象市町

村を募集・決定 

■ 再勧奨方法や意識調査

質問項目を検討 

■ 事業内容を調整 

■ 事業の広報 

 

■ 県との包括協定に基づ

き、モデル事業に要する経

費を負担 

■ 事業内容を調整 

■ 事業の広報 

●リーフレット

配布・ポスタ

ー掲示 

●がん検診受診

した場合の特

典をＰＲ 

を周知 

●リーフレット等

を見た県民が、

市町村や職場で

がん検診を受診 

●窓口で検診受

診証明書類を

提示し、企業か

ら特典を受領 

 

包括協定に

基づき連携 

 

■ 再勧奨・意識調査の対象

者の抽出 

■ 再勧奨方法や意識調査の

質問項目を検討 

■ がん検診実施機関の抽出 

■ 再勧奨の結果、がん検診

受診を希望する者に、がん

検診実施 

 

■ 意識調査・再勧奨の実施 

■ 再勧奨で使用するリーフレ

ット・調査票の作成・発送 

■ 意識調査の集計、再勧奨

の効果測定 

 

連携 

意識調査・受診勧奨 

連携 

連携 

 

 

㈱ｷｬﾝｻｰｽｷｬﾝ 

 

アフラック 

企業メリット 

・窓口への来店者増 

・商品の販売促進 

･企業イメージ向上 

 

県 

茅ヶ崎市 企業メリット 

・窓口への来店者増 

・商品の販売促進 

･企業イメージ向上 

 

県民 

受診率向上 がん死亡率減少 

実施体制 

受診勧奨・意識調査 

■モデル事業の対象
市町村を募集・決定 

■受診勧奨方法や意
識調査の質問項目を
検討 
■事業内容を調整 
■事業の広報 

■県との包括協定に
基づき、モデル事業
に要する経費を負担 
■事業内容を調整 
■事業の広報 

■受診勧奨・意識調査の
対象者の抽出 

■受診勧奨方法や意識
調査の質問項目を検討 

■がん検診実施機関の
抽出 

■受診勧奨の結果、がん
検診受診を希望する者
に、がん検診実施 

■意識調査・受診勧奨
の実施 

■受診勧奨で使用する
リーフレット・調査票の
作成・発送 

■意識調査の集計、受
診勧奨の効果測定 

神奈川県 
がん保険会社
（アフラック） 

茅ヶ崎市 
シンクタンク 

（ｷｬﾝｻｰｽｷｬﾝ） 

包括協定に 

基づき連携 

連携 連携 

連携 

平成24年度 神奈川県がん検診受診率向上モデル事業 実績概要（報道記者発表）より抜粋 

  
 県は、包括協定
を締結しているア
フラックと連携し、
モデル地域となる
茅ケ崎市にて受診
勧奨・意識調査を
実施した。 
 
 なお、調査及び
勧奨は、受診率向
上のノウハウを有
している㈱キャン
サースキャンが、
アフラックから受
託して行った。 
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対  象：乳がん検診無料クーポン対象者（45/50/55/60歳女性、対象者数5,972名） 

受診勧奨 

受診勧奨（再勧奨） 

意識調査 

効果測定 

5月 9月 4月 

スケジュール： 

45,50, 
55,60歳 
女性 

（無料クーポン） （リーフレット） 

事業概要 

本事業では、H24年５月に乳がん検診無料クーポン券が送付された茅ケ崎市在住の女性
約6,000名（45、50、55、60歳）に対し、H24年９月に乳がん検診を効果的に受診勧
奨するリーフレットを個別送付することで、乳がん検診の受診勧奨（再勧奨）を実施し
た。なお、リーフレット送付時には、がん検診に関する意識調査票も同封し、意識調査
も同時実施した。 

分析 

平成24年度 神奈川県がん検診受診率向上モデル事業 実績概要（報道記者発表）より抜粋 
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受診者は約２倍に増加 

茅ヶ崎市在住の女性約6,000名（45、50、55、60歳）に受診勧奨したところ、 
受診勧奨しなかったH23年度に比べ、受診者は約２倍に増加 

再勧奨 
なし 

受診勧奨 
あり 2.1倍 

(+6.7%) 

361人 
(5.8%) 

744人 
(12.5%) 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

H23 45,50,55,60歳 H24 45,50,55,60歳 

n=6,255 n=5,972

受診勧奨 
なし 

平成24年度 神奈川県がん検診受診率向上モデル事業 実績概要（報道記者発表）より抜粋 
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 作成したリーフレットの特徴 

「本来の検診価格」
と「市の補助額」 

を明示 

がんのり患リスク・ 
重大性を明示 

検診の有効性 
に関する情報を 

明示 

正確な検診内容 
を明示 

1 

2 

3 

4 

乳がん検診を効果的に受診勧奨するために、①～④の情報を明示 
 → 意識調査結果から①～④の情報の有効性を検証した 

平成24年度 神奈川県がん検診受診率向上モデル事業 実績概要（報道記者発表）より抜粋 



平成23年度 自治体B事業 

＊１ 平成20年度 地域保健・健康増進事業報告 
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課題 ③住民が受診できる機会（検診キャパシティ）の不足 

取組事例 個別検診の開始、その周知をする受診勧奨 

＜事例の概要＞ 

• 全国的に、がん検診受診者の51.1%が集団検診（自治体の施設
や検診車による検診）で受診している（大腸がん検診）*1 

 

• しかし、集団検診は個別検診（医療機関で受ける検診）に比べ
受診日時、場所が限られており、利便性の面で課題が残る 

 

• 自治体Bでは、平成22年度11月より大腸がん検診の個別検診
を開始し、住民が受けやすい検診体制を整備 

 ＜個別検診 開始前＞ ＜開始後＞ 

受診可能機関数 1か所 112か所 

受診可能な人数（年間） 2,500名 制限なし 

申込み期間 2週間 通年 



期待に反して、 
個別検診（ 112か所で受診可能）を開始しても 

受診率は大きく向上せず 

平成22,23年度 自治体B 受診率 

平成22年度 
（集団検診のみ）

の受診率 

平成23年度 
（集団検診＋ 
個別検診） 
の受診率  
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3.7% 4.6% 

0%

2%

4%

6%

8%

10%

44,49,54,59歳 

（平成22年度） 

n=9,626 

44,49,54,59歳 

（平成23年度） 

n=9,238 



「検診が市内112か所で受けられるようになりました！」 
というリーフレットによる 

個別受診勧奨・再勧奨を実施した年齢層においては、 
受診率が大きく向上した 

平成22,23年度 自治体B 受診率 

9.3% 

36.6% 

0%

10%

20%

30%

40%

64,65歳 

（平成22年度） 

n=3,550 

64,65歳 

（平成23年度） 

n=3,657 

受診機会の増大は、 
それが周知されて初めて大きな効果をもたらす 
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平成22年度 
（集団検診のみ）

の受診率 

平成23年度 
（集団検診＋ 
個別検診） 
の受診率  



まとめ 
個別受診勧奨・再勧奨 
実施にあたっての課題 

取組事例から分かったこと 

財政面の負担 
（検診費・印刷費、 
郵送費など） 

① きっかけの提供を効果的に行うことで
限られた財源を有効活用 

ノウハウの不足 
（個別受診勧奨に 
載せる情報など） 

② 民間のノウハウを活用 
（必ずしも「民間＝お金がかかる」ではない。
CSR目的の民間とうまく連携） 

住民が受診できる機会 
（キャパシティ）の不足 

③ 個別検診の導入により利便性向上 
④ 検診の場所・申し込み方法等を知らな

い人が意外と多い。検診のシステムを
周知する個別受診勧奨・再勧奨に大き
な効果 
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